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行
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政
改
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組
状
況
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平
成
30
年
４
月
の
市
政
だ
よ
り
で
、
町
村
合
併
に
よ
る
普
通
交
付
税
の
優
遇

措
置
終
了
や
義
務
的
経
費
の
増
加
に
よ
り
、
今
ま
で
の
財
政
状
況
の
ま
ま
推
移

す
る
と
、
将
来
的
に
財
政
危
機
に
陥
る
こ
と
を
「
た
む
ら
財
政
危
機
」
と
し
て

お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。

　
平
成
30
年
度
か
ら
の
３
年
間
、
財
政
の
健
全
化
に
向
け
行
財
政
改
革
を
進
め
、

こ
れ
ま
で
の
取
り
組
み
に
よ
り
、少
し
ず
つ
で
す
が
成
果
が
見
え
始
め
て
い
ま
す
。

　
今
月
号
で
は
、
こ
れ
ま
で
の
主
な
取
り
組
み
結
果
と
、
現
在
の
財
政
状
況
を

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

＃歳入確保　＃田村市　＃資産売却　＃ふるさと納税
①遊休資産の売却
　【主な処分財産】
　旧田村消防署跡地、旧椚山小学校（校舎）、旧母子健康センター跡地
　【売払収入】平成 30 年度：2,804 万円、令和元年度：6,477 万円
②ふるさと納税の強化
　【寄附額】平成 29 年度：1,689 万円　対比
　平成 30 年度：6,337 万円増、令和元年度：3,932 万円増

＃歳出削減　＃田村市　＃職員削減　＃民間委託
①職員人件費の削減
　【職員数】平成 29 年度：460 人　対比
　平成 30 年度：△ 20 人、令和元年度：△ 66 人、令和 2 年度：△ 87 人
②民間委託の推進
　【主な委託内容の見直し】
　船引コミュニティプラザ→利用者の増加により収入が増え、　市負担額が
　減りました。
　【新たな民間委託】令和 2 年度より船引保育所、針湯荘

＃財政調整基金の確保　＃田村市　＃貯金
将来に向けた財源の確保のために、市の貯金である財政調整基金からの毎
年度の取り崩し額に上限（5 億円）を設けた予算としたことで、基金の減
額を抑えることができました。

＃事業実施の再精査　＃田村市　＃事業見直し
事業実施時に再度、事業の必要性を精査することで、不要な支出を抑える
ことができ、余剰財源を翌年度に繰り越して使用するとともに、基金に積
み立てることができました。

【基金積立額】
平成 30 年度余剰分：3 億 5,000 万円、令和元年度余剰分：4 億 2,000 万円

●総務部 財政課
　(81-2118

成
30
年
4
月
、
当
時
の
市

の
財
政
状
況
は
、
普
通
交

付
税
の
優
遇
措
置
が
縮
減
す
る
中

で
、
扶
助
費
な
ど
の
義
務
的
経
費
が

増
加
す
る
な
ど
、
収
支
バ
ラ
ン
ス
が

不
均
衡
で
あ
り
、
財
源
不
足
を
財
政

調
整
基
金
で
補
て
ん
す
る
こ
と
で
予

算
を
編
成
し
て
い
ま
し
た
。
こ
の
財

政
事
情
が
続
く
と
、
将
来
的
に
財
政

が
破
綻
す
る
と
い
う
危
機
感
を
市
民

の
皆
さ
ん
と
共
有
す
る
こ
と
が
必
要

と
思
い
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
。

　
こ
れ
ま
で
の
2
年
半
、
不
断
の
覚

悟
を
も
っ
て
進
め
た
行
財
政
改
革
に

よ
り
、
人
件
費
や
事
務
事
業
な
ど
の

経
常
的
経
費
が
削
減
で
き
、
ま
た
、

財
政
調
整
基
金
や
公
共
施
設
等
整
備

基
金
な
ど
の
基
金
残
高
の
確
保
が
で

き
た
こ
と
に
よ
り
、
財
政
危
機
の
入

り
口
に
あ
っ
た
当
時
の
状
況
か
ら
は

脱
し
た
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
行
財
政
改
革
に
終
わ
り
は
な
く
、

時
代
に
即
し
た
改
革
を
進
め
、
引
き

続
き
財
政
の
健
全
化
を
図
っ
て
い
き

ま
す
の
で
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
ご
理

解
と
ご
協
力
を
お
願
い
い
た
し
ま
す
。

平

政の弾力性（自由に使えるお金が
どれぐらいあるか）を示す経常収

支比率は、職員数の削減による人件費の
減額や、普通交付税の減額幅の縮小など
により、比率が下降し、当時見込んでい
た比率から改善傾向にあります。
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通交付税のうち町村合併により特
別に多くもらっていた交付額は、

平成 27 年度（合併後 11 年目）から令
和元年度（15 年目）にかけて段階的に
減額し、令和２年度（16 年目）になく
なりましたが、少子・高齢対策や地域社
会再生事業などの新たな費用に対して
財源措置されることになり、当時見込ん
でいた交付額より増加しました。

普

政調整基金は、人口減少による税
収や普通交付税の減額を見据え、

将来的な財源確保に向けた歳出削減な
どで、当時見込んでいた減少を抑えてい
ます。減債基金は、公債費の増加に備
え、毎年の決算剰余金のうち２分の１相
当額を積み立てたことで、増加していま
す。
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